
・総務管理費

・徴税費

・戸籍住民基本台帳費

・選挙費

・統計調査費

・監査委員費

総 務 費
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新規採用職員研修 15人 集合研修（4日）

情報公開研修 78人 集合研修（1日）

2人 オンライン（2日）

3人 集合研修（1日）

6人中堅職員前期研修（後輩指導・調整力）

集合研修（1日）

行政不服審査研修 77人 集合研修（1日）
大 山 崎 町

京 都 府 市 町 村 振 興 協 会

7人 ｅラーニング

法制執務の基礎（読み方・作り方）

新規採用職員研修（地方自治法・地方公務員法） 7人 ｅラーニング

若手職員前期研修（フォロワーシップ・コミュニケーション） 2人 集合研修（2日）

集合研修（1日）

オンライン（1日）

中堅職員前期研修（ファシリテーション） 7人 オンライン（1日）

課長研修（マネジメント） 4人

中堅職員後期研修（情報分析・政策立案）

2人 集合研修（2日）

一 般 管 理 費

主　　　　催

１．職員研修

受研者数

　　総　務　課
　　企　画　財　政　課

実施方法等

集合研修（1日）中堅職員後期研修（チームリーダーとしての役割） 4人

若手職員前期研修（会計制度・契約事務） 2人 ｅラーニング

集合研修（1日）81人

研　　　　　　修　　　　　　名

令和5年度の職員研修は、職員が主体性を持ち職務に必要とされる能力を養成することに重点をおき研修を実施した。

個人情報保護研修

若手職員後期研修（問題解決・政策形成） 3人

行政手続研修 79人 集合研修（1日）

メンタルヘルス研修 21人

若手職員後期研修（クレーム対応・接遇） 2人 集合研修（1日）

若手職員後期研修（防災・危機管理） 2人

課長研修（ハラスメント） 4人 ｅラーニング

法制執務の入門（基本原理）

集合研修（1日）

集合研修（1日）

地方創生戦略立案 1人 集合研修（3日）

法制執務の応用（実践編）
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京 都 府 市 町 村 振 興 協 会

全 国 市 町 村 国 際 文 化 研 修 所 第１回自治体におけるDXの推進 1人 集合研修（3日）

京 都 府 総 務 部 自 治 振 興 課 マイナンバー情報連携セキュリティ研修 47人 ｅラーニング

京 都 府 市 町 村 職 員 厚 生 会 出前健康講座（健康志向のコンビニ飯と外食） 27人 集合研修（1日）

エクセル（基礎） 1人 ｅラーニング

市町村トップセミナー 5人 集合研修（1日）

集合研修（2日）非木造家屋評価研修会 1人

広報担当者研修会 1人 オンライン（1日）

市町村監査委員研修会 2人 集合研修（1日）

市町村議会広報研修会 6人 集合研修（1日）

主　　　　催 研　　　　　　修　　　　　　名 受研者数 実施方法等

市町村議会委員長研修会 6人 集合研修（1日）
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事　　　業　　　名

職員定期健康診断

胃部検診

大腸がん検診

特殊健康診断

区 分 廃 止 計

条 例 0 21

規 則 0 13

規 程 0 3

計 0 37

　〇「広報おおやまざき」掲載回数：3回

４．自衛官募集事務事業

我が国の平和と独立を守り、国の安全を保つため、直接侵略及び間接侵略に対し我が国を防衛することを主たる任務とする自衛官を募集するため、「広報おおやまざき」に募
集記事を掲載した。

7 0

３．条例等制定件数（令和5年1月1日～令和5年12月31日）

30

全 部 改 正

18

3

0

0

9

一 部 改 正制 定

0

4

3 0

総会（書面開催）

実　施　年　月　日

―

参　　加　　者　　数

125人

事　　　業　　　名

２．福利厚生

(１) 保健事業（職員健康診断）

(２) その他（大山崎町職員厚生会事業）

21人

41人

受　　診　　者　　数

26人

123人

令和6年1月16日

実　施　年　月　日

令和5年11月9日・10日

令和5年11月9日・10日

令和5年11月9日・10日
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５．情報公開事務経費

(１) 令和5年度　情報公開制度における情報公開の請求件数

※１　1件の情報公開請求に対し複数の決定区分となる場合があるため、請求件数と決定区分件数の合計は必ずしも合致しない。

※２　情報任意的公開回答とは、条例施行日（平成13年4月1日）前における公文書（情報）についての請求に対する回答をいう。

　空欄は、「0」を示す。

町が保有する情報を公開することにより、町民参加による、より公正で開かれた町政を実現するとともに、町行政の説明責任を全うし、町民と町との信頼関係を深め
ることを目的に、平成12年12月に「大山崎町情報公開条例」を制定し、翌平成13年4月から施行している。

実施機関
公開

部分
公開

非公開 不存在 取下げ

町長

選挙管理委員会

16

28

教育委員会

公平委員会

26

議会

農業委員会

7

11

監査委員

水道事業管理者

不服
申立

請求件数
※１

2

取下げ
請求
拒否

非公開 不存在

決定区分件数

353

1

4

193

11

91

26

請求
拒否

不服
申立

情報任意的公開回答区分件数　※２

4

274合計

固定資産評価審査委員会

7

部分
公開

公開
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６．個人情報保護事務経費

　空欄は、「0」を示す。

個人情報の保護に関する法律の改正に伴い、令和5年4月1日からはこれまでの「大山崎町個人情報保護条例」に基づく運用から個人情報保護法に基づく運用に
変更となったため、令和5年3月に「大山崎町個人情報の保護に関する法律施行条例」を制定した。個人の人格尊重の理念のもとに、町が保有する個人情報の適正
な取り扱いの確保を図るとともに、個人情報の適正かつ効果的な活用が新たな産業の創出並びに活力ある経済社会及び豊かな国民生活の実現に資するものであ
ることその他の個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護することを目的として、個人情報保護制度を運用している。

(１) 令和5年度　個人情報保護制度における個人情報の開示請求件数

請求件数

8

取り下げ

7

不開示

1

不存在

決定区分件数

部分開示
不服申立

合計

選挙管理委員会

町長

実施機関

教育委員会

固定資産評価審査委員会

開示

公平委員会

監査委員

1

農業委員会

水道事業管理者

議会

87
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　企　画　財　政　課

１．文書広報活動経費

(１) 広報誌発行事業

発行日 主な内容

令和5年

4月1日（665号）

6月1日（667号） ▼出かけてみませんか？天王山ハイキング　▼大山崎町出前講座　▼第21回公サ連まつり

7月1日（668号）
▼町内会・自治会に入ろう　▼学校給食試食会を開催します　▼電動キックボードなどのナンバープレート交付を開始しま
す　▼夏休み子ども教室のお知らせ（中央公民館講座）

8月1日（669号）
▼8月は「人権強調月間」です　▼地域の中で子育ての助け合いファミサポを利用しませんか　▼65歳以上対象　バス・タク
シーをお得に利用しませんか　▼戦後78年目の夏　平和に思いを寄せて

9月1日（670号）
▼大山崎町アップサイクル―古着から花が咲く―　▼聴竹居　95年前の実家との再会　▼フィリピンファミー市・大山崎町
国際交流の第一歩　▼長田智希選手　ワールドカップで世界の舞台へ！　▼大山崎町20%プレミアム付き「ララン商品券」を
発行します！

10月1日（671号）
▼大山崎小学校150周年、第二大山崎小学校50周年　▼令和6年度保育所等の新規入所申し込みを受け付けします　▼
令和6年度放課児童クラブ入会申込受付　▼アート＆テクノロジー・ヴィレッジ京都（ATVＫ）大山崎町に誕生！

11月1日（672号）
▼令和4年度決算　▼歴史資料館開館30周年　▼令和6年度放課後児童クラブ入会申込について　▼山崎廃寺シンポジ
ウム

▼「ごみの出し方（保存版）」を配布しています　▼マイナンバーカードを使って、児童手当・介護保険の手続きをオンライン
で！　▼京都府議会議員一般選挙のお知らせ　▼「ときめきチャレンジ推進事業」公募委員を募集します　▼令和5年度新
型コロナワクチン接種のお知らせ

文 書 広 報 費

24ページ

28ページ

28ページ

28ページ

町の方針、施策を住民に伝える手段として、「広報おおやまざき」を毎月1日に発行し、シルバー人材センターの手配りにより各戸に配付した。紙面形態は、Ａ4版の一色刷り
（表紙・裏表紙のみカラー）。発行部数は7,380部の発行に始まり、世帯数の増加に伴い7,460部まで増やした。主な内容は次のとおり。

ページ数

24ページ

24ページ

28ページ
▼令和5年度一般会計当初予算　▼大山崎中学校で給食がスタートしました　▼地域を見守る民生児童委員　▼令和5年4
月から町税の納付方法が拡充されました

5月1日（666号）

28ページ
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12月1日（673号）
▼アート＆テクノロジー・ヴィレッジ京都（ATＶＫ)オープン　▼あなたもお友だちに！大山崎町公式LINE　▼「その言葉　き
ずつく人は　いないだろうか」12月4日～10日は人権週間です

令和6年

1月1日（674号）

2月1日（675号） ▼令和6年　大山崎町二十歳を祝う会　▼おおやまざき音頭の動画を作成しました　▼所得税の確定申告

3月1日（676号）
▼地震への備え、万全ですか？　▼知らせてほしい、心のSOS－3月は自殺対策強化月間です　▼新型コロナワクチンの
全額公費による接種は令和6年3月31日で終了します！

24ページ

24ページ

３．町歌・音頭普及事業

平成29年3月31日にリニューアルしたホームページを公開しており、引き続き多様な閲覧者にとって「見やすい」「探しやすい」「使いやすい」ホームページ作成に努めた。

大山崎小学校及び「おおやまざき音頭」の動画撮影に音頭指導員の派遣を行った（3回、延べ20名）。

▼令和6年　新年のごあいさつ　▼町長がかける！新春特別対談　一般社団法人 聴竹居倶楽部　▼Survive　防災伝道師
養成講座受講者募集

28ページ

28ページ

２．ホームページ運営事業

令和5年度は「おおやまざき音頭」の保存・継承を目的に大山崎町音頭保存会の協力のもと、「おおやまざき音頭」の動画を作成し、大山崎町公式YouTubeで配信を行っ
た。
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１．財産の取得・処分の状況

㎡

㎡

㎡

㎡

大山崎町字下植野小字飯田42、43、44、
大条30-1、42、43

149.38 土地売却による滅失

面 積 備 考

財 産 管 理 費
　　総　務　課
　　企　画　財　政　課

備 考

備 考

その他の施設（ごみ集積所） 3.00 開発行為に伴う帰属による取得

(１) 土地の取得

用 途 別 面 積

(２) 土地の滅失

用 途 別

学校（第二大山崎小学校） 83.52 給食棟の整備による取得

給食棟の整備による取得327.29学校（大山崎小学校）

(３) 建物の取得

用 途 別 面 積
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２．自動車の管理状況

(１) 管理状況

(２) 事故の状況

(３) 自動車の保有状況

（単位：台）

 　　　　　　　　　　　　車種

　所属

普

通

乗

用

自

動

車

小

型

乗

用

自

動

車

普

通

貨

物

自

動

車

小

型

貨

物

自

動

車

特

殊

用

途

自

動

車

軽

四

輪

車

原

動

機

付

自

転

車

計

総 務 課 1 3 4

企 画 財 政 課 1 1 1 3

経 済 環 境 課 2 1 2 2 7

福 祉 課 　 1 1

健 康 課 1 　 2 3

建 設 課 　 2 1 3

生 涯 学 習 課 1 1 1 1 4

消 防 団 6 6

計 3 2 3 2 8 8 5 31

令和5年4月1日～令和6年3月31日までの公用車の事故は、1件である。

令和6年3月31日現在の公用車保有台数は31台である。各課の車両内訳は、次のとおりである。

各事業所に車両台数に応じて安全運転管理者等を選任する事になっており、現在役場に安全運転管理者・副安全運転管理者を各1名選任し、運転日誌の作成・定期点
検整備の実施・安全運転教育の推進等を指導している。
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令和5年7月19日～令和6年7月19日

公共用地、公用地等の取得、管理、処分等を行う乙訓土地開発公社に対し、事務費（運営費）を負担した。 負担金： 2,002,000円

５．負担金の状況

LED照明入替その2工事　一式大山崎町字円明寺　地内25,225,200円大山崎町役場庁舎LED照明入替その2工事

※大山崎町庁舎空調設備更新工事については、金額「199,950,300円」のうち、「50,000,000円」は令和4年度に前金払いとして支出。

工　　事　　の　　概　　要

４．財産管理工事概要

施設の補修事業等を下表のとおり実施した。

工　　事　　箇　　所金　　　　　　　　額工　　　事　　　名

大山崎町庁舎1階北側トイレ・2階トイレ改修工事 7,533,900円 大山崎町字円明寺　地内 トイレ改修工事　一式

大山崎町庁舎空調設備更新工事 199,950,300円 大山崎町字円明寺　地内 空調設備更新工事　一式

３．町所有物件建物災害共済加入状況

44件

保 険 期 間保 険 料保 険 総 額

2,116,846円14,879,125,000円

加　　　入　　　数
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　　企　画　財　政　課
　　経　済　環　境　課

１．広域連携事業

(１) 京都都市圏自治体ネットワーク

２．まちづくり推進事業

(１) 出前講座の実施

平成19年3月30日に制定した大山崎町出前講座実施要綱に基づき出前講座を実施。

令和5年度においては、次のとおり9件実施した。

(２) 住民との協働を進める事業

補助団体数　 3団体 補助金額合計 248,000円

企 画 費

広域的な生活圏として一定のまとまりをもつ京都都市圏の発展を図るため、圏域住民や企業等のニーズに対応した京都都市圏自治体ネットワークの形成に取り組むことを
目的とした集まりで、本町も参画している。

実施日 担当課テーマ

・京都都市圏自治体ネットワークの事務局である京都市ホームページ（https://www.city.kyoto.lg.jp/sogo/page/0000223730.html）にて構成自治体の観光情報などの情報
提供を行っている。

6月6日 熱中症対策について 健康課

7月4日 水道事業の概要と財政状況等について 上下水道課

7月11日 健康づくり 健康課

7月23日 災害に備えて 総務課

9月27日 福祉制度の概要・介護保険制度の概要 福祉課・健康課

10月27日 まちづくりと都市計画（公園使用の現状と使用方法について） 建設課

10月28日 災害に備えて 総務課

1月10日 災害に備えて 総務課

1月18日 大山崎町の学校教育の現状について 学校教育課

京都府地域交響プロジェクト交付金事業に採択された団体に大山崎町地域力再生事業補助金を交付した。
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(３) 大山崎町高齢者運転免許証自主返納支援事業

13,400円

(４) 大山崎町地域公共交通利用促進事業

　・高齢者定期券等購入補助金

補助対象件数　 63件 補助金額合計 557,000円

　・高齢者公共交通乗継支援事業

補助対象件数　 33件 補助金額合計 16,500円

(５) 宝寺踏切交通対策協議会

宝寺踏切周辺の交通安全に関する協議等を行うため、宝寺踏切と関係のある機関及び団体で構成する協議会を開催した（書面開催）。

警備員の配置の年間計画及び配置体制についての協議を行った。

(７) ふるさと納税

寄附件数　 1,051件 寄附額 43,387,500 円

行政だけでなく、 住民、地域団体、事業者等地域に関わる方々と連携し、それぞれの持っている特色を活かし、協働により緑を育み魅力ある生活環境をつくり上げるた
め、「花と緑のまちづくりサポーター」の協力のもと、住民を対象にガーデニング教室及びガーデンフォトコンテストを開催した。

支出合計

昨今多発している高齢者のドライバーによる交通事故の防止を図るため、運転免許証を自主返納した高齢者にタクシー利用券を交付している。
タクシー利用券の交付は、令和2年度で終了し、令和3年度からは、対象となる事業者へ利用券の利用金額に応じた経費を支出している。

「ふるさと納税制度」を活用し、本町のPRと地域活性化を図るため、大山崎町「天王山」ふるさと応援寄附金要綱に基づき、本町を応援いただける方からの寄附を募り、寄
附いただいた方に対し、感謝の気持ちを込めて返礼品をお贈りした。

(６) 花と緑のまちづくり事業

新型コロナウイルス感染症の影響による公共交通利用者の減少や物価高騰の影響により厳しい経営が続く町内を運行する公共交通事業者を支援するために、路線バス
の高齢者定期券購入額の一定割合の助成及びバスから乗り継いでタクシーを利用する際のタクシー初乗り運賃分の助成を行った。
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(８) 企業版ふるさと納税

寄附件数　 3件 寄附額 2,900,000円 寄附対象事業 「大山崎町が子育て世代に選ばれるまちの推進事業」

(９) 大山崎町地下水利用対策協議会への補助金

大山崎町の地下水の保全を図り、地下水の汚染及び地盤沈下の防止等に資することを目的に設置している大山崎町地下水利用対策協議会に補助金を交付した。

補助金額 18,000円

住民参加のまちづくりを促進するため、まちづくりの課題（公共課題）の解決につながる活動に取り組む団体に対して補助金を支出し、その活動を支援した。

補助団体数 5団体 補助金額合計 193,025円

(11) 地域活性化事業補助金

補助団体数　 1団体 補助金額合計 353,889円

開催回数 3回

地域の人と人とのつながりを創出するイベント等を実施する団体へ大山崎町地域活性化事業補助金を交付した。

本町の実施するまち・ひと・しごと創生寄附活用事業に対して企業が寄附を行い、当該企業の法人関係税から寄付額について税額控除される仕組みのもの。

(10) 大山崎町住民参加のまちづくり促進事業補助金

(12) 令和5年度　大山崎町行財政改善委員会

大山崎町行財政改革大綱の策定に向けて、その内容を調査審議するため、大山崎町行財政改善委員会を開催した。
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３．平和施策推進事業

(４) 古文書講座「戦時中の雑誌を読む」

　本町では、平成7年に「大山崎町非核平和宣言」を宣言し、平和施策推進の事業を実施している。

8月8日～8月27日の期間、大山崎町歴史資料館において、戦時中の情報統制のなか、当時の人々が戦局や前線の様子を少しでも知ろうとした様子から、平和の尊さを考
えるため、戦時中の文学作品や雑誌を展示した。

(５) 平和の折り鶴

　 住民が持参された折り鶴約1,500羽を「平和の折鶴」として広島市へ送った。

8月4日～8月15日の期間、大山崎町役場１階ロビーにおいて、平和に関するパネル「大阪大空襲と市民のくらし」を展示した。

(３) 平和のいしずえ展

(２) 平和に関するパネル展事業

(１) 映画上映会及び語り部による講話

8月10日に、戦争の悲惨さを後世に伝え、平和に対する理解を深めてもらうために、大山崎ふるさとセンターにて、「アゲハがとんだ-1945・3・10東京大空襲-」を上映すると
ともに、語り部による戦争当時の疎開体験などの講話を実施した。

歴史資料館館長とともに、「日露戦争実記」、火野葦平「土と兵隊」などを読み、当時の戦争がどのように伝えられてきたかを学ぶ講座を開催した。
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　　総　務　課

(２) 情報セキュリティ

電 子 計 算 費

　市町村の基幹となる業務処理システム（住民記録、税業務系、福祉系）を京都府内の市町村で共同化を行い、制度改正等のシステム改修の効率化及び維持経費
の削減を図る。

　マイナンバー利用事務系（住民記録、税業務系、社会保障等）においては、原則、他の領域との通信を遮断した上で、端末からの情報持ち出し制限や端末への
二要素認証の導入等を図ることにより、個人情報流出を防止。

　インターネット接続口を京都府に集約した上で、自治体セキュリティクラウドを構築し、インターネットとの通信経路を分割することにより、高度なセキュリティ対策を実
現。

(１) 基幹系システム
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公 平 委 員 会 費

１．定例会

開　催　日 開　催　場　所　 出席人数

令和6年2月15日 大山崎町役場 7人

　監　査　室　

内　　　　　　　　　　　　　　　容

大 山 崎 町 公 平 委 員 会 定 例 会
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　　企　　画　　財　　政　　課
　　会　　計　　課

１．基金の運用状況

(１) 基金の現在高  （単位　：　円）

財 政 調 整 基 金 減 債 基 金
公 共 施 設
整 備 基 金

社 会 福 祉
事 業 基 金

緑 の 保 全 基 金 水資源保全基金
自 転 車 等
駐 車 場 基 金

合 計

Ａ 912,210,950 1,205,767,648 117,664,336 23,708,137 4,136,993 702,231 30,079,381 2,294,269,676

432,770,000 241,082,000 11,530,000 0 3,035,391 572,980 0 688,990,371

46,884 57,333 5,797 1,178 196 35 1,496 112,919

Ｂ 432,816,884 241,139,333 11,535,797 1,178 3,035,587 573,015 1,496 689,103,290

Ｃ 211,578,000 0 5,726,000 0 2,147,000 832,000 0 220,283,000

Ｄ 221,238,884 241,139,333 5,809,797 1,178 888,587 ▲ 258,985 1,496 468,820,290

1,133,449,834 1,446,906,981 123,474,133 23,709,315 5,025,580 443,246 30,080,877 2,763,089,966

　

基 金

区                       分

令 和 4 年 度 末
現 在 高

積
立
金

新 規 積 立

利 子 積 立

計

取 崩 し 額

増 減 額
( Ｂ － Ｃ )

令 和 5 年 度 末
現 在 高

Ａ＋Ｄ

※上記金額は、当該年度に係る出納整理期間内の積立等を含めたものであり、「財産に関する調書」（決算書）中の基金の現在高とは異なる。
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　　経　済　環　境　課

推 進 項 目 実 施 内 容

○ 令和5年度 大山崎町交通対策協議会総会の開催 （R5.5.31）

○ 乙訓交通安全対策事務担当者会議への出席（R5.8.28、R6.1.15）

○ 各種広報媒体（広報おおやまざき・ポスター・町ホームページ等）を活用して推進

○ スローガン　「さわやかに　笑顔で合図　ゆずり合い」
○ スタート式を長岡京市中央公民館にて実施（R5.5.11 ）
○ 街頭啓発活動を阪急大山崎駅前及びJR山崎駅前で実施 （R5.5.10）
○ 広報おおやまざきへの啓発記事掲載
○ 町内事業所等への運動推進依頼、ポスター・チラシを配布
○ ポスターの掲示

○ スローガン  「涼やかに　お先にどうぞ　京の夏」
○ 街頭啓発活動をJR山崎駅前及び離宮八幡宮交差点で実施(R5.7.21)
○ 町内事業所等への運動推進依頼、ポスター・チラシを配布
○ ポスターの掲示

○ スローガン　「京のみち　深まる秋と　思いやり」
○ スタート式および街頭啓発活動を向日市永守重信市民会館及び旧向日消防署跡地で実施 (R5.9.20)
○ 街頭啓発活動を阪急大山崎駅前及びJR山崎駅前で実施（R5.9.21）
○ 広報おおやまざきへの啓発記事掲載
○ 町内事業所等への運動推進依頼、ポスター・チラシを配布
○ ポスターの掲示

○ スローガン　「年の瀬や　急がば回れ　京の道」
○ 街頭啓発活動を阪急大山崎駅前、JR山崎駅前及び離宮八幡宮前で実施 （R5.12.4）
○ 町内事業所等への運動推進依頼、ポスター・チラシを配布
○ 広報おおやまざきへの啓発記事掲載
○ ポスターの掲示

夏の交通事故防止
府民運動の展開

＜R5.7.21～7.30＞

秋の全国交通安全運動の展開
＜R5.9.21～9.30＞

春の全国交通安全運動の展開
＜R5.5.11～5.20＞

年末の交通事故防止
府民運動の展開

＜R5.12.1～12.10＞

広報活動の推進

交通安全啓発活動の
展開

交 通 安 全 対 策 費

実 施 事 項

総会等において
活動重点等の決定

関係機関・団体等との
連絡調整

１．交通安全対策事業

関係機関・団体等との
連絡調整と活動の推進
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推 進 項 目 実 施 内 容

○ 交通安全府民運動に係る啓発活動の実施（街頭啓発活動　計10回）

○ 関係機関と連携し、運動を組織的に展開
○ 交通事故死ゼロを目指す日に係る街頭啓発活動をマツモト向日店で実施　(R5.9.29)
○ 通学指導（R5.4.13、R5.9.25、R6.9.29、R6.1.25)
〇 交通安全教室（R5.6.15、R5.7.14）

○ スローガン　「しない　させない　迷惑駐車」
○ 啓発看板の設置

○ 主に乙訓地域の連携を強化し、合同活動を実施

○ 町内会・自治会・PTA等からの要望に対して、関係機関と協力して対策を推進

○ 交通安全啓発の看板・横断幕等を設置及び更新
○ 自転車等放置禁止区域での巡回指導業務委託

道路環境整備
の推進

その他の道路環境の整備

迷惑駐車対策推進
府民運動の展開

他団体との合同事業の実施

交通安全府民運動（年間行事）の
展開

地域に応じた要望箇所
への対応

実 施 事 項

交通安全啓発活動の
展開

その他交通安全啓発活動

-37-



収 容 台 数 契 約 台 数 率(%) 収 容 台 数 契 約 台 数 率(%) 収 容 台 数 月 総 台 数 日平均率（%）

令和5年4月 216 131 60.6 82 45 54.9 29 341 39.2

5月 216 136 63.0 82 47 57.3 29 355 39.5

6月 216 146 67.6 82 43 52.4 29 310 35.6

7月 216 142 65.7 82 46 56.1 29 350 38.9

8月 216 62 28.7 82 44 53.7 29 345 38.4

9月 216 145 67.1 82 45 54.9 29 352 40.5

10月 216 151 69.9 82 44 53.7 29 359 39.9

11月 216 151 69.9 82 48 58.5 29 335 38.5

12月 216 145 67.1 82 45 54.9 29 319 35.5

令和6年1月 216 134 62.0 82 42 51.2 29 258 28.7

2月 216 134 62.0 82 42 51.2 29 251 30.9

3月 216 135 62.5 82 41 50.0 29 289 32.1

合  　　計 2,592 1,612 62.2 984 532 54.1 348 3,864 36.5

２．阪急大山崎駅自転車等駐輪場利用状況

（単位：台）

定 期 利 用 一 時 利 用

備 考自 転 車 バ イ ク バ イ ク の み
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収容台数 契約台数 率(%) 収容台数 契約台数 率(%) 収容台数 月総台数 日平均率(%) 収容台数 月総台数 日平均率(%)

令和5年4月 310 280 90.3 213 77 36.2 72 1,941 89.9 36 380 35.2

5月 310 292 94.2 213 76 35.7 72 2,010 90.1 36 426 38.2

　　　　　　　 6月 310 295 95.2 77 77 100.0 72 2,023 93.7 36 387 35.8

7月 310 288 92.9 213 73 34.3 72 2,415 108.2 36 379 34.0

8月 310 274 88.4 213 72 33.8 72 2,415 108.2 36 349 31.3

9月 310 289 93.2 213 76 35.7 72 2,271 105.1 36 353 32.7

10月 310 302 97.4 213 73 34.3 72 2,368 106.1 36 425 38.1

11月 310 302 97.4 213 72 33.8 72 2,252 104.3 36 309 28.6

12月 323 299 92.6 203 71 35.0 72 2,111 94.6 36 359 32.2

令和6年1月 323 286 88.5 203 71 35.0 72 1,700 76.2 36 260 23.3

2月 323 271 83.9 203 67 33.0 72 1,790 88.8 36 276 27.4

3月 323 264 81.7 203 69 34.0 72 1,997 89.5 36 307 27.5

合 計 3,772 3,442 91.3 2,380 874 36.7 864 25,293 96.2 432 4,210 32.0

※平成11年10月1日に完成し、15年経過後の平成26年10月1日から、町の直営となった。

３．ＪＲ山崎駅自転車等駐輪場利用状況

（単位：台）

定 期 利 用 一 時 利 用

備 考自 転 車 バ イ ク 自 転 車 バ イ ク
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　　企　画　財　政　課

１．自治振興推進経費

(１) 報償金

①区長 3名 合計　57,000円

②区の代議員 20名 合計　200,000円

(２) 町内会・自治会事務費補助金

合計　1,206,100円

合計　70,000円

自 治 振 興 費

自治組織の育成を図るため、「行政協力員の報償金等の支給に関する規程」に基づき、報償金及び補助金を支出した。

(３) 集会施設等管理補助金

町内会・自治会 59団体

集会施設 7か所
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１．大山崎ふるさとセンター部屋別利用状況

会 議 室
1 ・ 2

会議室3 和 室 1 和 室 2 小 会 議 室 1 小 会 議 室 2 ホ ー ル 南 北

あさ 366 86 54 25 74 43 67 715 27.9%

ひる 366 143 57 21 114 181 95 977 38.1%

よる 366 43 37 8 48 106 70 678 26.5%

計 1,098 272 148 54 236 330 232 2,370

100.0% 24.8% 13.5% 4.9% 21.5% 30.1% 21.1%

注：利用率の計算については、下記のとおりです。

部屋毎の使用合計÷（年間開館日数×3） 　3：　朝、昼、夜の3区分を指す

使用時間帯別合計÷（年間開館日数×7） 　7：　部屋の数

使用室総合計÷（年間開館日数×3×7）

ふ る さ と セ ン タ ー 費 　　企　画　財　政　課

部屋別利用率

366

使用
時間帯

年間
開館日数

使 用 室 名

30.8%

合 計
時 間 帯
別 利 用
率 （ ％ ）

稼働率
（ ％ ）

　　稼働率・・・・・・・・・・・・・

　　部屋別利用率・・・・・・・

　　時間帯別利用率・・・・・
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税 務 総 務 費 税　住　民　課

賦 課 徴 収 費

１．委員会開催状況

開　催　日 開　催　場　所 出席人数

令和5年10月6日 　大山崎町役場 7人

２．研修会

開　催　日 開　催　場　所 参加者数名　　　　　　　　　　　　　称 研　　修　　内　　容

令和5年度　 固定資産評価審査委員会運営研修会

　監　査　室　

オンライン研修 3人

・固定資産税制度の現状と課題

・審査委員会の運営について

・固定資産税関係判例解説

　令和5年6月1日
　　　　　～8月31日

内　　　　　　　　　　　　　容

令和5年度　大山崎町固定資産評価審査委員会定例会
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３．町税決算の状況

（単位：千円）

決算額 増減率(%) 決算額 増減率(%) 決算額 増減率(%) 決算額 増減率(%) 決算額 構成比(%) 増減率(%)

1 1,212,471 6.1 1,094,919 ▲ 9.7 1,144,176 4.5 1,061,482 ▲ 7.2 1,156,979 35.3 9.0

(1) 29,548 2.1 29,615 0.2 28,596 ▲ 3.4 29,127 1.9 29,375 0.9 0.9

(2) 847,261 2.0 856,876 1.1 828,849 ▲ 3.3 846,806 2.2 880,272 26.8 4.0

(3) 48,189 ▲ 8.0 52,969 9.9 57,443 8.4 51,954 ▲ 9.6 48,749 1.5 ▲ 6.2

(4) 287,473 24.6 155,459 ▲ 45.9 229,288 47.5 133,595 ▲ 41.7 198,583 6.1 48.6

2 1,457,196 0.7 1,440,161 ▲ 1.2 1,761,411 22.3 1,958,162 11.2 1,903,528 58.0 ▲ 2.8

(1) 1,454,582 0.7 1,437,547 ▲ 1.2 1,758,797 22.3 1,955,548 11.2 1,900,914 57.9 ▲ 2.8

ア 土 地 667,436 0.5 660,984 ▲ 1.0 685,794 3.8 664,115 ▲ 3.2 672,733 20.5 1.3

イ 家 屋 429,721 2.3 437,286 1.8 479,234 9.6 540,695 12.8 548,794 16.7 1.5

ウ 償 却 資 産 357,425 ▲ 0.8 339,277 ▲ 5.1 593,769 75.0 750,738 26.4 679,387 20.7 ▲ 9.5

(2) 2,614 0.2 2,614 0.0 2,614 0.0 2,614 0.0 2,614 0.1 0.0

3 92,947 1.6 92,931 0.0 96,277 3.6 101,333 5.3 102,676 3.1 1.3

ア 土 地 61,111 1.0 60,582 ▲ 0.9 61,552 1.6 61,204 ▲ 0.6 62,006 1.9 1.3

イ 家 屋 31,836 2.7 32,349 1.6 34,725 7.3 40,129 15.6 40,670 1.2 1.3

4 24,777 4.8 26,062 5.2 27,135 4.1 29,031 7.0 29,796 0.9 2.6

ア 種 別 割 24,507 3.7 25,393 3.6 26,327 3.7 27,383 4.0 28,468 0.9 4.0

イ 環境性能割 270 皆増 669 147.8 808 20.8 1,648 104.0 1,328 0.0 ▲ 19.4

5 73,685 3.0 77,516 5.2 82,278 6.1 87,178 6.0 88,757 2.7 1.8

2,861,076 3.0 2,731,589 ▲ 4.5 3,111,277 13.9 3,237,186 4.0 3,281,736 100.0 1.4

令和2年度 令和5年度

法 人 税 割

町 民 税

法 人 均 等 割

令和元年度

個 人 所 得 割

令和3年度 令和4年度
区　　　分

個 人 均 等 割

合　　　　計

市 町 村 た ば こ 税

固 定 資 産 税

純 固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

交 付 金

都 市 計 画 税
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４．賦課の状況

(１) 町民税の課税実績（令和5年度調定分）

ア．個　人

均　等　割　のみ 所　得　割

納税義務者数(人） 納税義務者数(人） 納税義務者数(人） 課税額（千円）

普 通 徴 収 302 1,927 2,229 171,958

特 別 徴 収
（退職所得分を含む）

454 6,486 6,940 739,701

計 756 8,413 9,169 911,659

イ．法　人

区分 納税義務者数（社） 課税額（千円）

均 等 割 269 48,666

法 人 税 割 107 198,242

計 246,908

(２) 固定資産税

ア．土　地

地　　積(㎡） 評価額（千円） 課税標準額（千円） 地　　積(㎡） 評価額（千円） 課税標準額（千円）

一 般 田 42,447 4,856 4,856 42,733 4,889 4,889

市 街 化 区 域 田 71,457 3,398,223 1,092,734 64,659 3,137,018 1,024,838

一 般 畑 55,220 3,209 3,209 55,009 3,202 3,202

市 街 化 区 域 畑 62,410 2,761,156 781,428 59,933 2,579,765 767,055

宅 地 1,492,106 112,870,005 38,849,955 1,526,393 114,638,223 40,153,916

池 沼 495 7 7 495 7 7

一 般 山 林 490,441 13,625 13,625 491,989 13,728 13,728

介 在 山 林 70,274 344,727 219,878 70,802 346,427 221,078

雑 種 地 215,415 9,380,919 6,266,042 220,640 9,675,604 6,451,827

計 2,500,265 128,776,727 47,231,734 2,532,653 130,398,863 48,640,540

納 税 義 務 者 数 （ 人 ）

　但し、免税点以上のものとする。

※ふるさと納税による町民税控除額　53,788千円

種　別

令和4年度 令和5年度

4,789 4,831

計

　　　　　　　　　　　　　　区分
　地目
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イ．家　屋

床面積
　（㎡）

決定価格
（千円）

1㎡当たりの平均価格
（円）

床面積
　（㎡）

決定価格
（千円）

1㎡当たりの平均価格
（円）

366,153 11,585,189 31,640 372,040 12,232,384 32,879

735,798 28,599,571 38,869 728,954 28,523,075 39,129

1,101,951 40,184,760 36,467 1,100,994 40,755,459 37,017

　但し、免税点以上のものとする。

○令和4年中新増築・滅失分（令和4年1月1日～令和4年12月31日）

棟　　数
　（棟）

床　面　積
　(㎡）

決定価格
（千円）

1㎡当りの平均価格
（円）

木 造 80 7,834 662,321 84,544

非 木 造 6 597 54,101 90,621

計 86 8,431 716,422 84,975

木 造 3 57 3,633 63,737

非 木 造 1 172 26,089 151,680

計 4 229 29,722 129,790

木 造 23 2,186 21,797 9,971

非 木 造 17 7,568 156,374 20,663

計 40 9,754 178,171 18,266

固定資産概要調書より

区　　分

　　　　　　　　　　　　区分
　構造

木 造

非 木 造

計

納税義務者数（人）

新 築 分

増 築 分

令和5年度令和4年度

固定資産概要調書より

5,679 5,738

滅 失 分
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ウ．償却資産

決定価格（千円） 課税標準額（千円） 決定価格（千円） 課税標準額（千円）

構 築 物 3,708,313 3,705,270 4,189,575 4,186,964

機 械 装 置 36,996,901 36,978,160 30,818,819 30,817,703

工 具 器 具 及 び 備 品 2,538,835 2,538,068 3,108,614 3,108,091

そ の 他 125,197 125,197 94,714 94,714

小 計 43,369,246 43,346,695 38,211,722 38,207,472

10,450,752 10,224,239 10,521,319 10,289,000

53,819,998 53,570,934 48,733,041 48,496,472

但し、免税点以上のものとする。 固定資産概要調書より

(３) 都市計画税

決定価格（千円） 課税標準額(千円） 決定価格（千円） 課税標準額(千円）

128,627,072 61,430,295 130,249,113 62,862,198

40,177,363 40,167,554 40,748,062 40,738,252

168,804,435 101,597,849 170,997,175 103,600,450

但し、免税点以上のものとする。 固定資産概要調書より

納 税 義 務 者 数 （ 人 ） 6,314 6,355

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　区分
　　種別

土 地

家 屋

計

令和4年度 令和5年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　区分
　　種別

令和4年度

納 税 義 務 者 数 （ 人 ）

総 務 大 臣 が 価 格 を 決 定 し た も の

計

町長が価格を
決定したもの

134 144

令和5年度
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(４) 軽自動車税

ア．種別割

乗用営業 乗用自家 貨物営業 貨物自家

台 数 62 13 230 0 0 1,918 26 365 17 2 217 4,942

課税額 124 48 828 0 0 19,695 90 1,862 41 12 1,302 28,417

イ．環境性能割

(５) 市町村たばこ税

（単位：台、千円）

種別

原　動　機　付　自　転　車 軽　自　動　車
小型特殊
(農耕用）

小型特殊
(その他）

小型二輪 合計
50ｃｃ以下 90ｃｃ以下 125ｃｃ以下 ミニカー 二輪車 三輪車

四輪

3,026 1,389

台数（台） 56

1,513 579

課税額（千円） 88,757

売上本数（千本） 13,546

課税額（千円） 1,328
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５．徴収の状況

現年課税分 滞納繰越分 合　計 現年課税分 滞納繰越分 合　計 Ｄ÷Ａ Ｅ÷Ｂ Ｆ÷Ｃ 前年度の

×100 ×100 ×100 徴収率

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

1 1,158,567 9,490 1,168,057 1,153,535 3,444 1,156,979 99.6 36.3 99.1 99.1

(1) 29,447 294 29,741 29,271 104 29,375 99.4 35.4 98.8 98.9

(2) 882,212 8,812 891,024 877,145 3,127 880,272 99.4 35.5 98.8 98.9

5,859 0 5,859 5,859 0 5,859 100.0 - 100.0 100.0

(3) 48,666 76 48,742 48,707 42 48,749 100.1 55.3 100.0 99.9

(4) 198,242 308 198,550 198,412 171 198,583 100.1 55.5 100.0 99.9

2 1,902,557 10,987 1,913,544 1,900,540 2,988 1,903,528 99.9 27.2 99.5 99.4

(1) 1,899,943 10,987 1,910,930 1,897,926 2,988 1,900,914 99.9 27.2 99.5 99.4

ア 土 地 672,447 3,888 676,335 671,676 1,057 672,733 99.9 27.2 99.5 99.3

イ 家 屋 548,434 3,172 551,606 547,931 863 548,794 99.9 27.2 99.5 99.1

ウ 償 却 資 産 679,062 3,927 682,989 678,319 1,068 679,387 99.9 27.2 99.5 99.8

(2) 2,614 0 2,614 2,614 0 2,614 100.0 - 100.0 100.0

3 102,591 871 103,462 102,401 275 102,676 99.8 31.6 99.2 99.1

ア 土 地 61,958 526 62,484 61,840 166 62,006 99.8 31.6 99.2 99.1

イ 家 屋 40,633 345 40,978 40,561 109 40,670 99.8 31.6 99.2 99.2

4 29,745 530 30,275 29,595 201 29,796 99.5 37.9 98.4 98.0

ア 種 別 割 28,417 530 28,947 28,267 201 28,468 99.5 37.9 98.3 97.9

イ 環境性能割 1,328 0 1,328 1,328 0 1,328 100.0 - 100.0 100.0

5 88,757 0 88,757 88,757 0 88,757 100.0 - 100.0 100.0

3,282,217 21,878 3,304,095 3,274,828 6,908 3,281,736 99.8 31.6 99.3 99.3

法 人 均 等 割

交 付 金

純 固 定 資 産 税

上記のうち退職所得分

(１) 町税の徴収実績

徴収率　（％）
　　　　　　　　　　　　　区　分

　税目別

市 町 村 た ば こ 税

調定済額 (千円）

都 市 計 画 税

収入済額（千円）

法 人 税 割

固 定 資 産 税

合　　　　　　　計

軽 自 動 車 税

個 人 所 得 割

町 民 税

個 人 均 等 割
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（単位：件）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

件 数 1,285 1,142 1,371 1,252 1,095 1,096 1,332 1,208 1,059 1,134 1,260 1,617 14,851

うち
コンビニ

交付

うち
公用等

― 315 450

― 351 750

― 21 450

― 3 750

― 0 350

― 1 350

― 4 ―

― 0 450

― 0 750

511 223 300

894 75 300

― 115 300

― 1 300

― 546 ―

― 0 300

― 0 300

― 412 300

― 0 ―

― ― 300

― ― 300

900

600

109,500

930

0

7,540

謄 本 （ 全 部 ）

抄 本 （ 一 部 ）

戸 籍

戸 籍

除 籍 ・ 原 戸 籍

15,300

59,250

819,600

111,000

128,700

謄 本 （ 全 部 ） 住 民 票

戸 籍

閲 覧

諸 証 明

除 住 民 票

身 分

除 籍 ・ 原 戸 籍

広域交付住民票

金　　　　額　（円）

777

3,115

485

86

0

9

79

手数料
１件あたり
の金額
（円）

総 数

1,142

2,270

請　　求　　件　　数　（件）

568

不 在 住

879,750

593,250

全 部

一 部

3

2

そ の 他 26

912,000

25,800

記 載 事 項 430

住 民 票

122,850

附 票

4,500

2,955

抄 本 （ 一 部 ）

戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費 　　税　住　民　課

(１) 月別請求件数（公用等の請求を除く）

(２) 請求事務内容

種 別

広 域 交 付 戸 籍

戸 籍

294

34

区 分

除 籍 ・ 原 戸 籍

住 民 票

諸 証 明

受 理 78 27,300

記 載 事 項 2 350

そ の 他 16 3,700
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うち
コンビニ

交付

うち
公用等

― ― 300 172,800

1,138 4 300 1,191,300

2,543 2,071 ― 5,186,920

(３) マイナンバーカード交付数（令和5年4月1日～令和6年3月31日）

(４) 戸籍事務件数　（令和6年3月31日現在）

(５) 戸籍届出件数　（令和5年4月1日～令和6年3月31日）

出　生 国籍留保 認知 養子縁組 養子離縁 縁氏続称 婚　姻 離　婚 婚氏続称 死　亡

213 1 0 6 11 1 154 55 25 197

入　籍 分　籍 国籍取得 帰化 国籍選択 氏変更 名変更 転　籍 不受理 その他 合計（件）

37 4 0 6 2 2 0 99 5 14 832

交付数（枚）

総　　　　　　　　　　計

印 鑑

16,922

金　　　　　額　（円）
総 数

手数料
１件あたり
の金額
（円）

諸 証 明

576

種 別

請　　　　　求　　　　　件　　　　　数　（件）

登 録 証

3,975

区 分

本籍数（戸）

5,528

本籍人口（人）

13,870

1,875
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人口　（人） 世帯数　（世帯） 出生　（人） 死亡　（人） 転入等　（人） 転出等　（人） 転居　（人） 印鑑登録　（件） 合計　（件）

4月 16,548 7,243 19 16 78 38 26 48 225

5月 16,580 7,268 11 17 82 44 31 64 249

6月 16,590 7,270 14 14 62 52 29 45 216

7月 16,588 7,266 12 13 57 58 23 48 211

8月 16,591 7,265 11 9 57 56 35 44 212

9月 16,590 7,266 14 14 56 57 13 30 184

10月 16,607 7,281 18 20 64 45 23 60 230

11月 16,650 7,319 16 14 87 46 20 49 232

12月 16,646 7,313 19 13 48 58 20 42 200

1月 16,613 7,298 11 24 28 48 13 41 165

2月 16,605 7,300 17 14 55 66 8 54 214

3月 16,594 7,310 11 12 94 104 26 51 298

173 180 768 672 267 576 2,636

注）人口、世帯数は、各月末現在

(６) 住民基本台帳等窓口届出等件数・人口

人 口 届 出 件 数

計
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（単位：人）

人 口

出 生 死 亡 増 減 転 入 等 転 出 等 増 減 （年度末現在）

平成26年度 146 149 ▲ 3 635 649 ▲ 14 ▲ 17 15,436

平成27年度 139 157 ▲ 18 818 711 107 89 15,525

平成28年度 141 109 32 806 652 154 186 15,711

平成29年度 171 149 22 774 644 130 152 15,863

平成30年度 165 127 38 765 661 104 142 16,005

令和元年度 185 147 38 788 694 94 132 16,137

令和2年度 193 129 64 789 642 147 211 16,348

令和3年度 176 155 21 773 719 54 75 16,423

令和4年度 183 170 13 829 760 69 82 16,505

令和5年度 173 180 ▲ 7 768 672 96 89 16,594

(８) 外国人住民国籍別人口及び世帯 （単位：人）

ベトナム 韓国･朝鮮 中　　　国 ミャンマー その他

人　　　　口 59 39 16 15 31 160 124

（令和6年3月31日現在）

世帯数　（世帯）総　　　数
国　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　籍

(７) 住民基本台帳法に基づく人口移動

自 然 増 減 数 社 会 増 減 数 自 然 社 会
増 減
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選挙人名簿登録者数 (単位：人）

（令和5年9月1日現在）

　　総　　務　　課選 挙 管 理 委 員 会 費

投 票 区 男 女 計

第 3 投 票 区 3,005

　　総　　務　　課

803第 4 投 票 区

2,601

6,461 7,065

選 挙 啓 発 費

合 計

1,905第 2 投 票 区

1,352

二十歳を祝う会出席者に対して、啓発冊子を配布した。

766

5,606

2,672

3,679

府 議 会 議 員 選 挙 費 　　総　　務　　課

（単位：人、％）

選 挙 名 性　別 当日有権者数 投票者数 投　票　率

京都府議会議員一般選挙
（令和5年4月9日）

男 6,339

第 1 投 票 区

13,526

1,569

1,320

1,774

2,786 43.95

女 6,931 3,000 43.28

計 13,270 5,786 43.60
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　　企　画　財　政　課

１．基幹統計調査経費

(１) 基幹統計調査事業

(２) 統計調査員確保対策事業

・町の登録調査員が、調査に関する知識を増やし、調査の技量を上達させられるよう、また積極的に調査へ協力できるよう、定期的に調査員だよりの郵送を行った。

・登録調査員を新規で登録するため、広報おおやまざき及び町ホームページで募集を行った。

学校に関する基本的事項を調査し、学校教育行政上の基礎資料を得ることを目的とし
て実施。
【調査対象校：小学校2校、中学校1校、幼稚園1園】

調　査　名

①学校基本調査

我が国における住戸に関する実態並びに現住居以外の住宅及び土地の保有状況、
その他の住宅等に居住している世帯に関する実態を調査し、その現状と推移を全国
及び地域別に明らかにすることにより、住生活関連諸施策の基礎資料を得ることを目
的として実施。
【指導員　2名、調査員　10名】

③住宅・土地統計調査 令和5年10月1日 総 務 省

備　　考

②経済センサス-基礎調査
（乙調査）

令和5年6月1日
総 務 省
経 済 産 業 省

我が国のすべての産業分野における事業所の活動状態等の基本的構造を全国及び
地域別に明らかにするとともに、事業所・企業を対象とする各種統計調査の母集団情
報を整備することを目的として実施（乙調査の調査対象は、国及び地方公共団体の事
業所）。

統 計 調 査 費

調　査　期　日

令和5年5月1日

実　施　主　体

文 部 科 学 省
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監 査 委 員 費 　監　査　室　

１．監査の業務状況

(１) 監査の内容

①例月出納検査

一般会計

特別会計

企業会計

令和5年 4月26日 5月31日 6月28日 9月27日 10月23日 11月28日 12月27日

令和6年 1月30日 2月20日 3月22日

②定期監査

対 象

       監　　　 　査　 　　日

③随時監査

対 象

       監　　　 　査　 　　日

④決算審査

一般会計

特別会計

企業会計

令和5年 6 月 1 日 ～ 6 月 23 日 企業会計及び資金不足比率に関する書類の事前審査

6 月 28 日

6 月 30 日 ～ 7 月 7 日

7 月 11 日 ～ 7 月 14 日

7 月 18 日 ～ 8 月 18 日

8 月 22 日

内 容

　水道

企業会計及び資金不足比率に関する書類の監査委員による審査

一般会計・特別会計及び財政健全化判断比率等の事前審査

一般会計・特別会計・企業会計及び財政健全化判断比率等の監査委員による意見書調整

一般会計・特別会計及び財政健全化判断比率等の監査委員による審査

一般会計・特別会計・企業会計及び財政健全化判断比率等の監査委員意見書提出

対 象

検 査 日

（国民健康保険、介護保険、後期高齢者医療保険、各区財産管理）

　水道、下水道

　 令和6年　 3月15日

議会事務局、総務課（各区財産管理）、学校教育課（各小学校・中学校）、生涯学習課（中央公民館・体育館・歴史資料館）、福祉課（各保育
所・福祉センター）、健康課（国民健康保険事業・介護保険事業・後期高齢者医療保険事業・老人福祉センター・保健センター）、税住民課、企
画財政課（ふるさとセンター）、会計課、経済環境課、建設課、上下水道課（水道事業・下水道事業）

　 令和5年　 4月26日　5月31日　9月27日  10月23日  11月28日  12月27日　　　令和6年　 1月30日  2月20日　3月22日

学校教育課（第二大山崎小学校）

係数・資産確認、財務状況、財政健全化、予算執行状況、事業成果の確認並びに企業会計の財政状態と経営成績、経営健全化について

対 象

審 査 日

（国民健康保険、下水道、介護保険、後期高齢者医療保険、各区財産管理）
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(２) 監査委員等の事務研修

出席人数

2人

2人

2人

3人

令和5年10月24日～25日 東京都（渋谷区）

京都市

京都市

　　　令和5年度「京都府町村代表監査委員会議」

　　「京都府町村監査委員協議会第25回定期総会」

令和5年10月13日

令和6年2月1日

　　　令和5年度「市町村監査委員研修会」 令和5年9月20日 京都市

　　　令和5年度「町村監査委員全国研修会」

開催場所内　　　容 開催日
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